
1 はじめに

○加藤 ちょうど５年前に公害紛争処理制度30

周年記念行事の一環として、この協議会におい

て公害紛争処理制度のあり方をテーマにしたパ

ネルディスカッションが行われました。今回は、

制度の35周年という節目の年に当たるととも

に、ADR拡充の必要性が提言された平成13年

の司法制度改革審議会の意見書発表の翌年から

の５年間という、非常に重要な時期にも当たり

ます。

したがって、公害紛争処理制度をめぐる客観

情勢の変化の中で、この制度が現在なお十分に

機能しているのかを点検し、もしそうでないと

すれば、どこに問題があり、それはいかなる方

法で解決できるのだろうかを追究して、この制

度の運用の改善に資する必要があるのではない

か、というのが本日のパネルディスカッション

を行う趣旨です。

水俣病など悲惨な大規模公害事件の裁判が長

期化して、真の被害者救済が得られないという

ことから、この種の公害事件の迅速適正な解決

を図るために創設されたのが公害紛争処理制度

ですが、35年の歴史の中で公害の類型が、産業

型から都市・生活型に変わり、近隣公害の紛争

も増えてきたほか、規制緩和によって、事前規

制・調整型社会から事後監視・救済型社会への

変遷に伴い、司法及びADRの重要性が増大し

てきたという客観情勢の変化が見られます。こ

の間、公害紛争処理制度は、その専門性・機動

性・柔軟性等の特色を生かして、事件数の消長

はともかく、一応その役割を果たして来たと言

えましょう。

しかし、各地の裁判所には、依然として、

年々7､80件の公害訴訟事件と、150件ないし200

件の公害調停事件が受理されておりますし、そ

れよりも、市町村等の相談窓口での公害苦情の

受理件数は、年間10万件の多きに上っている上、

３年以上の長期未済案件も1,100件を超えてい

るような状況であります。これに対して、中央

の公調委は、ほかに土地利用調整という業務も

ありますし、公害事件としても豊島の産廃事件

や尼崎の大気汚染事件、あるいは有明海の干拓
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事件などのいわゆる超大型事件も取り扱ってき

たとはいえ、年間10件とか20件というような裁

定事件の係属にとどまっていて、なお、若干余

裕がなくはなく、また、地裁に対応する都道府

県の公害審査会では、各県、有力な専門家や識

者を委員として抱えながら、全体で数十件、新

受件数としては3､40件の調停事件が係属してい

るにすぎず、東京、大阪などでの年間平均数件

の係属を除きますと、ほとんどの審査会では年

間１、２件の係属という業務量の少なさが目に

つくわけです。

公調委としては、ここ３、４年で、種々の広

報や審査会との連携による引継ぎなどの努力に

より、事件数をほぼ倍増して、増員も獲得し、

今後も一層の受理事件の増加を図っていくつも

りですが、各審査会のうち、近年、係属事件数

を増やしているところはごく僅かのように見受

けられます。

そこで、ここでは、先ず、その原因がどこに

あるのか、解決策としてはどんなものがあるの

かについて、論じたいと思います。

そこで、一般市民の感覚に一番近いのではな

いかと思われるジャーナリストの柳さんから順

に、公害紛争処理制度の特色なども含めて、そ

の運用の現状と問題点についてお話しいただき

たく思います。差し当たっては、導入部の総論

部分ということになりますので、ある程度簡潔

に、柳さん、村田さん、磯部さん、竹下さんの

順番でお願いしたいと思います。

2 公害紛争処理制度運用上の問題点について

○柳　よろしくお願いいたします。NHKの柳

です。

私は法律の専門家ではありませんし、環境問

題・公害問題を専門に取材した記者の経験もな

いので、今日は一般住民代表といいますか、普

通の住民の立場からの意見という意味で聞いて

いただければと思います。

ここ数カ月、ADRとしての公害紛争解決の

制度についていろいろお話を伺ったり、少し資

料を勉強したり、地方の公害審査会も含めて、

幾つかお話を伺ったりして、まず率直な感想が

二つあります。

一つは、市区町村の苦情窓口も含めて、非常

に膨大な数の公害の苦情が来ているのを、相当

ご苦労されて解決しているということです。都

道府県の公害審査会に係る件数が少ないという

ことがいつも言われますけれども、後で言いま

すように、十分知られていないということはあ

りますが、市区町村の職員の方々の相当なご苦

労で解決しているという面もあるのかなという

感じがいたしました。

もう一つは、この制度自体、本当に知られて

いないと思いますが、裁判に無いいろいろな有

効な面があるということを私も初めて知りまし

た。いつも言われますように、費用の面とか、

簡易迅速な解決とか、あるいはいろいろな専門

の先生が委員をされて専門性が高いとか、裁判

所以上に公害の解決に資する面があるというこ
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とがありますし、特に私が感じましたのは、裁

判だと、将来の被害を防ぐ対策とか、あるいは

将来の被害についての賠償とか、なかなか認め

られないと思いますが、これから起こりそうな

公害を防ぐという解決がしやすい制度だという

ことが一つです。

もう一つは、公調委の香川県豊島の例に代表

されると思いますが、いったん調停なりで解決

した事件のその後のフォローということが、こ

れが公害環境行政とうまくリンクして、合意に

達したことがその後も履行されているかという

フォローまでできるという点も非常に有効な制

度だと感じました。

また、扱っている事件についても、一例を挙

げますと、大阪府で調停の成立に至ったという

ことを資料で見たのですが、本当に１対１の、

隣の家どうしの騒音の問題なんです。家の中の

会話の声が大きいとか、室内でボール遊びをす

るとか、それで眠れないということで調停の申

立てがあって、結局、窓の防音をするというよ

うなことなどで調停が成立したと。ここまで、

普通に言うと公害というには余りに小規模で、

近隣トラブルじゃないかと感じるものまで扱っ

て解決に至っているということを知りまして、

これはやっぱりもうちょっと利用される価値が

あるのではないかというのが率直な感想です。

では、どうしたらいいかという点については、

総論として申しますと、やっぱり一つは、ホー

ムページの活用ということが一番大事かなと思

いました。

私、埼玉県のある小さい町に住んでいるんで

すが、自分がもしも公害トラブルを訴えたいと

いうことを想定して、じゃ、どうするだろうか

ということを考えますと、やっぱり今、どの家

にでもほとんどパソコンがありますから、大体

インターネットを家庭の主婦の皆さんもします

ので、インターネットで調べると思うんです。

それをやってみると、自分の住んでいる町役場

のホームページには、残念ながら公害苦情相談

のことが見つからなかったのです。県庁の、私

の住んでいるところで言うと埼玉県庁なんです

が、県のホームページを見ると、ちゃんと公害

審査会のことが詳しく書いてあるのだけれど

も、町役場のホームページから県の公害審査会

というものが見つけられないわけです。都道府

県庁というのは、近くの市区町村に比べると住

民にとって遠い存在なので、最初から都道府県

のホームページを皆さん見ないと思うんです。

だから、一番身近な市区町村のホームページか

らちゃんと都道府県の公害審査会の制度がすぐ

見つかるようにというふうにするといいなとい

う気がいたしました。

それから、都道府県のホームページの中でも、

なかなか公害審査会という組織にたどり着けな

いとか、あるいはたどり着けても、そこでの記

載の仕方、もっと利点を、さっき私が言いまし

たような裁判にないメリットをもっとPRして

いいんじゃないかとか、そういうまだまだ改善
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の余地があるかなと思いました。詳しくは後で

申し上げます。

もう一つは、やっぱり関係機関との連携、こ

れまでも相当言われていることだと思うんです

けれども、まだまだやる余地があるんじゃない

かということです。例えば、京都の村田先生か

ら、弁護士全員にPRの文書を先月配られたと

いうお話、非常にいい試みだと思いますし、そ

の文書を見ても、マンションの建設とか近隣の

騒音まで扱いますと、そこまで書いてあるわけ

です。そういうことで少しずつ知られていくの

かなということを感じました。

最後にもう一つ、総論的に申しますと、事件

がたくさん来過ぎたら処理し切れないではない

か、つまり、都道府県の公害審査会の担当の事

務局の方々は、多分、どなたもほかのいろいろ

な仕事をかけ持ちで持っていらっしゃって、も

ちろん委員の先生方もそれぞれ本業を持ってい

らっしゃって、数が来過ぎたらとても処理し切

れないじゃないか、という声が当然あると思う

のです。そこはよくわかるのですが、人員や予

算を要求して、増やしていくためにも、もう少

し扱い件数を増やして、実績が世の中の住民に

知られて、いい制度だからもっと大事にしてい

こうという機運を盛り上げたらいいのではない

かということを強く感じた次第です。

○加藤　どうもありがとうございました。次に、

村田さん、どうぞ。

○村田　先ほどは失礼いたしました、村田でご

ざいます。

今のお話に全く同感なのですが、PRの問題

を除きますと、一つの大きなネックになってい

るのが典型７公害に限定するという規定のあり

方だと思うのです。

京都府の事務局の方で作って出しましたパン

フレットでは、公害審査会で取り扱う紛争の内

容を記載しておりますが、典型７公害に関する

ものであることというのを書かざるを得ないの

です。大分事務局とも話をして、それじゃまず

いんだということも言って、ようやくこれを緩

めるため、その上の欄に「具体的には事務局に

ご相談ください」と書いてアンダーラインを引

いているのです。この辺が限界なのかなという

のが京都府の事務局と私どもとの協議の結果で

して、これが一つのネックです。

京都府の場合は、結構マンション公害と言わ

れるものが多く、一応、建前的には、振動・騒

音で受けています。けれども、マンションの場

合はほとんど、建ってしまったらもう振動・騒

音の問題というのは余り実際はないのです。だ

けど、いわゆる近隣騒音に類するもの、あるい

は落下物の問題などまさしく相隣関係のような

問題があるわけです。

それから、もう一つ、先ほど受諾勧告をした

と言っている件も、実は隣の建物に対する隣の

マンションの人からの苦情申入れですが、ここ

で一番最初に持ち出されてうちの事務局で困っ

たのが、申請人に一番気になるのは何だと尋ね
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たときに、実は壁面の色なのだという話でした。

確かに、赤茶けた色がわっと塗られて、一定の

ポリシーがあって作られたものではあるのです

けども、隣のマンションから見ると非常に違和

感があるというのも無理からんなという色が使

われていました。

しかし、色は公害に入らないんですね。ただ、

そのときに私は申し上げていたのですけれど

も、実はその屋根の上に送風機があって、その

送風機の音がかなり激しい、特にクーラーを入

れたときの音が激しいので、問題がある。例え

ば私、山登りが好きなのでよく滝を見に行きま

すが、滝を見ているときは隣にいる人と話もで

きないぐらい音がするのに、だれもあれを騒音

だと言わない。ただ、同じ音量の、デシベルで

言えば全く同じものが町中で起こって、車が排

気ガスと音も一緒に出していたら、それはもう

物すごく不愉快だろうと思うのです。だから、

色だとか、そういう周りの環境というのも含め

て、一つのセットされた中での騒音の一種なん

じゃないかと思います。同じ騒音でも、気分よ

く感じるときもあれば感じないときもあるのだ

から、そういう目でも見れば、その周辺のもの

もかなり大幅に取り込んでいいのじゃないかと

かなり大胆に申し上げていますし、実際うちの

事務局でも個別相談に見えた方にはそう申し上

げている。セットとして申立ていただいて、一

緒に片付けている。マンション公害はほとんど

調停が成立していると思いますが、その辺では

やれていると思うのです。

ただ、表向きの場面では、やっぱり公害の要

件としては典型7公害にこだわらざるを得ない

というのも一つの問題点かなというように思っ

ております。

PRの問題については、また後ほどご説明さ

せていただきます。

○加藤　それでは、次に磯部さん、どうぞ。

○磯部　私は、公調委の非常勤の委員を拝命し

て、もう６年になります。本業は大学教師でご

ざいまして、行政法とか環境法の講義をしてお

ります。そういう講義の中でも公害紛争処理制

度というものは一応説明するわけですが、実際

にその中に入ってみますと、やはり見ると聞く

とは大違いでありまして、それなりにかなりの

ギャップがあったことは事実でございます。

この公害紛争処理法制度というものは、我が

国の環境・公害関連法制度の中にあって、比較

法的に見ても、公害健康被害補償制度などと並

んで、まさに世界的にも注目されてしかるべき

制度であろうと思います。こういう制度が創設

されるにあたっては、やはりそれなりの理由が

あったわけであって、悲惨な４大公害裁判など

の世界史的な事件を経験した上で、司法裁判所

を通じた救済では不十分であることがだれの目

にも明らかになった上で、制度設計された行政

的な紛争処理制度であるわけです。当時、ADR

などという言い方はまだなされていなかったわ

けですけれども、これはまさに公害紛争に関し
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ては、司法的な処理だけではなく行政的な紛争

処理手続を設けることがいかに必要かという観

点からでき上がった制度であることははっきり

しております。それはそのはずなのですが、い

ざ実際にこの制度がどのように機能しているか

といいますと、残念ながらこの制度が内包して

いるはずの潜在的な可能性というか、その実力

を必ずしも十二分に発揮しているという印象に

はならない。それはなぜかということになるわ

けですが、これはPRの問題とかいろいろ原因

があることはもちろんなのですけれど、ここで

はそれ以前の基本的なものの考え方のレベル

で、ちょっと申し上げておきたいと思います。

それは要するに、そもそも紛争の最終的な解

決ということは一体何を意味するのかという問

題と言ってもいいかもしれません。常識的・直

感的には、最後は裁判所において、いわゆる訴

訟手続を経て解決するのがほんものの紛争処理

手続なのであるということになるでしょう。こ

れに対して、公害等調整委員会とか公害審査会

の手続については、一般に準司法機関とか準司

法手続といわれているのですが、この「準」と

いう修飾語の意味合いは、結局、ほんものでは

ないのだというニュアンスになってしまうこと

は否定できません。ほんものは後に控えている

ということを前提にした上での手続なのであっ

て、それを「まがいもの」とまでは言う必要は

ないかもしれませんが、いくら簡易迅速という

メリットはあるにしても、しかし、それではや

はり最終的な決着にはならないと思う人がいる

のは当然だし、それはそれでしようがないとい

う法意識といいましょうか、一種の固定観念の

ようなものが前提になっていると言わざるを得

ません。私自身、そういうものであると思って

きたということは事実でございます。

他方、この制度を一般の行政の側から見れば、

行政が本領を発揮すべき場所はもっと別のとこ

ろにあるわけでありまして、広大かつ多様な行

政の各領域がある。その中にあって、公害紛争

処理法に基づく準司法的な公害紛争処理手続な

どというものは、本当に周辺的な話なのであっ

て、これが行政の本来あるべきというか、果た

すべき大事な本質的な役割であるというふうに

思っている人は、これまたいないわけです。法

律でやることになっているからやっている程度

の意識になってしまうのも無理はないのかなと

思うわけです。つまり公害被害の発生を未然に

防止するためには、行政はアクティブにいった

い何ができるのかと考えるのが本来の行政なの

であって、裁判所のように、お客さんが訴えを

もって来たら話しを聞いて処理をするという受

身の態度というのは、行政にとっての本当の仕

事からはちょっと遠いところにあるということ

になります。これもきわめて当たり前の話なの

ですが、しかし、固定観念といえば固定観念な

のかもしれないと思います。

私もそう思っていたのですけれども、ここに

来て、このADRの問題をいろいろ考えてみる
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と、やはりこの種の固定観念を一度棚卸しして、

総点検した方がよさそうです。長くなりますか

らその辺のことは端折ることにしますけれど、

一方では、きょう竹下先生が網羅的に全体像を

お示しくださった大きなスケールの中で、この

公害紛争処理制度の問題をあらためて位置付け

直してみる必要があると思いますし、他方では

もっとはるかに具体的な次元において、行政的

公害紛争処理手続の利点を再認識してみる必要

があると思います。例えば、公調委に派遣され

て来られる現役の裁判官出身の審査官の方たち

の話を聞いていますと、そもそも裁判所だけが

唯一の「ほんもの」の最終的紛争解決機関だと

思うのは一種の幻想にすぎない。幻想と言った

ら叱られるかもしれませんけれど、要するに、

例えば公害問題に関して言えば、裁判官はほと

んど素人なのであって、何がどう作用して、ど

う被害に結び付くかなどということを、ほとん

ど知らないと。しかも、当事者主義の審理構造

の下では、当事者の主張や立証の仕方次第で、

そのレベルがかなり左右されてしまう。例えば

公調委でやっているような事案の問題点の専門

的な把握の程度といいますか、水準の高さから

比べれば、はるかに低い次元で事柄が処理され

てしまうことは十分あり得る。もちろんそれは

いろいろなケースがあると思いますが、すごく

乱暴な言い方をしてしまえば、案件によっては

かなり素人っぽい水準で裁判官が判断せざるを

得ないことも少なくはないということになりま

す。そういう司法手続のレベルに比べれば、こ

の行政的な公害紛争処理の手続が、いかに貴重

なものであるかということになります。そうい

う指摘を受けると、目から鱗というような感じ

になるのですが、たしかにそういえばそうかも

しれないと思います。

さらに本当の紛争解決とは何かという点です

が、最終的に判決という形で最終結論が出ると

いうことが紛争当事者にとって本当に満足でき

ることになるのか、それで紛争が最終的に決着

するということになるかというと、実はそんな

ことは余りなくて、当事者にとっては、裁判ま

でやって主張が認められなかったら、ようやく

あきらめがつくという意味では、それは一種の

解決かもしれないですけれど、必ずしも本当の

意味で満足のいく解決ではないわけですね。そ

ういう意味では、司法的な判決で終わることだ

けが解決の道なのではなくて、まさにADRと

いいましょうか、両紛争当事者がみずからの意

思に基づいて和解に至るようなもろもろの、よ

り柔軟な手続の重要性が意識されることにな

る。どちらが紛争のより最終的な解決になり得

ているかという問題ですね。

その中には譲り合いの精神で妥協的な解決が

図られる場合もあるかもしれないし、先ほど、

河村審査官からいろいろ説明があったような、

調停的な部分と仲裁的な部分をうまく組み合わ

せたような形での最終解決もあるかもしれな

い。いろいろと内心では渋々ながらの決着とい
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うこともあるかもしれないけれども、そうやっ

て合意にたどり着いて決着がつくという形での

紛争解決と、判決による一刀両断的解決とを、

いわば最終的満足度とものさしを使って比べて

みるならば、合意的決着の方が最終的満足度は

高いだろうと思います。いろいろと申しました

けれども、要するに、行政的ADRとしての公

害紛争処理手続というものの存在意義は、実は

大変なものであって、十分に「ほんもの」であ

る。あくまでもほんものは裁判であって、行政

的紛争処理は「まがいもの」にすぎないとか、

本来の行政から見たら周辺的な仕事にすぎない

という認識をあらためる、そういう固定観念的

発想を反省してみるということが、ものの考え

方という原理的なレベルでの出発点なのかなと

いうふうに思ったりしている次第でございま

す。

○加藤　次に、先ほどあれだけ充実したご講演

がありましたので、ほぼ先生のご意見は皆さん

も理解されたと思いますけれども、もう一度、

ポイントをよろしくお願いいたします。竹下さ

ん、どうぞ。

○竹下　先ほどは長時間にわたって話を聞いて

いただいて、ありがとうございました。

はじめに、自己紹介的に、公害問題あるいは

ADRと私との関わりのようなことを、少し申

し上げておきたいと思います。

公害問題につきましては、今、磯部委員のお

話にも出てきました、昭和40年代にいわゆる４

大公害訴訟と言われるようなものがありました

当時、幾つかそれに関連する論文とか判例評釈

をしたことがありまして、そのとき以来、公害

問題には関心を持ち続けて参りました。

それから、ADRとの関係では、一番縁が深

いのは司法制度改革審議会の委員として取りま

とめに当たったということですが、それ以外に

10年ほど前から、小さな共済関係のADR機関

の審査委員を引き受けておりまして、何件か仲

裁事件及び裁定事件―このADR機関では、一般

の用語で申しますと、拘束力のない仲裁を裁定

と呼んでいるのですが、ただ、業者側は裁定を

尊重しなければならず、消費者側は拘束されな

いという仕組みです―に関わった経験を持って

おります。

公害紛争処理制度の現状については、先ほど

も申し上げましたように、本来から言えば、も

っと幅広く使われてしかるべきだと思いますの

に、実際には多くの事件が苦情処理どまりにな

ったり、裁判所の調停に流れたり、あるいは、

さらに埋もれてしまっているという感じがいた

します。

裁判所で行う民事調停と比較しますと、民事

調停法上の「特則」の一つとして「公害等調停」

というものがあり、統計上も通常の調停と区別

して集計されておりますので、先ほどの主な紛

争処理機関新受件数推移表（17頁参照）では、

民事調停の欄に、括弧書きでその新受件数を示

してあります。これによりますと、平成17年度
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がやや少ないのですが、毎年おおむね150件な

いし200件に上っています。実は、この表には

平成17年度までしか記載しておりませんが、平

成18年度にはまたぐんと増えて、200件を超え

ているのです。どうも、このあたりが、納得の

いかないところであり、加藤委員長もしばしば

言及されておられるところです。

このような専門性の点でも、コストの点でも、

民事調停よりも優れており、もっと利用されて

しかるべきなのに、実際には利用頻度の面で民

事調停に及ばないこととなっている原因の一つ

は、公害紛争処理制度の優れたところが十分に

理解されていないというか、そもそも、公害紛

争処理制度自体の社会的認知度が残念ながら余

り高くないところにあるのではないかと思われ

ます。

では、どうやって社会的認知度を高めるかと

いうことになりますが、やはり、冒頭に柳さん

のお話にございましたように、今の時代にはイ

ンターネットでいろいろな情報を検索するとい

うことが、とりわけ一定の年代以降の国民の間

に広く行われておりますので、インターネット

のホームページを活用するのが、有力な広報手

段になるのではないかと思います。

私は、現在、ある大学の管理責任者の立場に

おりますが、私どもの大学でも法科大学院があ

りまして、その新入生にアンケート調査をして、

どういうルートで本学法科大学院を知りました

かということを尋ねたのですが、すると、やっ

ぱり多いのはホームページという回答でした。

その意味で、やはりインターネット上で検索で

きるようにするというのが、認知度を高める有

力な手段の一つだろうと思います。

それから、いま一つは、先ほど村田会長のお

話を伺って意外に思いましたが、弁護士さんた

ちが余りご存じないということですね。私は、

弁護士の皆さんは、当然公害審査会をご存じだ

と思っていたのですが、そうではないとすると、

弁護士の皆さんに対するPRも重要だと思いま

す。弁護士さんに限らず、われわれはやはり使

い慣れているものに頼る傾向がありますので、

弁護士の皆さんにとっては、裁判所の調停や仮

処分などは、常に使っている職業上の道具みた

いなものですから、公害事件であっても、まず、

裁判所に行くということになるのだと思いま

す。その意味では、少し弁護士会対策も考える

必要があるのかという気がいたします。

○加藤 どうもありがとうございました。

今の皆さん方のお話を伺っておりますと、恐

らく、客観的にどういう点が大きな問題なのか

ということについては、かなり共通したご認識

があるように窺えます。

先ほどの竹下さんのご講演でその辺大変詳し

く、統計的にも非常に明確にお示しいただいた

わけですけれども、公害紛争というものがだん

だん減っていく、それがなくなっていくもので

あるのであれば、何もこういう議論をする必要

がないのですね。だから、公調委にしても、あ
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るいは公害審査会にしても、これは時代の趨勢

に対応して縮小していかざるを得ないというこ

とだろうと思うのです。しかし、いかんせん、

皆さん方のご指摘のように、内容は変わったけ

れども、公害の苦情や争いそのものは減ってい

ないし、中には新しい類型のものも幾つか出て

きている。昔ほど悲惨なものではないかもしれ

ないけれども、市民にとってはそれなりに解決

の厄介な問題が出てきているというご認識だろ

うと思うのです。

そこで、中央の委員会も、大型事件を取り扱

っているけれど、もっと頑張ったらどうかとい

うお声が聞こえてまいりますし、都道府県の公

害審査会については、まだまだいろいろ活躍の

余地があるのではないか、いかにも事件が他の

機関、特に最大のライバルは裁判所ですけれど

も、裁判所の調停あるいは訴訟、そういったも

のに比べて、取扱事件が余りにも少な過ぎるの

ではないかというご指摘だろうと思うのです。

その点、恐らく４人のパネラーの皆さん共通の

ご認識だろうと思います。

それから、また、公害紛争処理制度自体の評

価につきましても、これも先ほどの講演でも随

分詳しくご説明いただきましたし、今のお話で

も、一般市民の立場でも、かなりその良さが分

かるというように柳さんがおっしゃっているわ

けで、そういう点についてもご認識はどうも共

通のような気がするわけです。

3 公害紛争処理制度の周知度の向上について

○加藤　それでは、何が問題でこんなに低調な

のだろうかということで、一つは、結局、周知

度が低過ぎるのではないか、一般市民に知られ

ていないのではないかという問題が大きいだろ

うと思うので、その対策について少し具体的に

いろいろご議論いただければと思います。

この点について、また、柳さんから、先ほど

のお話の各論をお願い致します。

○柳　先ほども言いましたように、利用させて

もらう側の住民の１人としての意見なのです

が、今回、さっき言いましたホームページにつ

いて、全部の都道府県のところまでは見られな

かったのですけれども、十数カ所、ホームペー

ジを見させていただいて、いろいろ考えました。

これまでどうだったということを言ってもし

ようがないので、では、どうしたらいいのかと

いう意見なのですが、一つは、やっぱりどんな

に分かりやすい、いいホームページを作っても、

その画面が見つけられなかったら全然意味がな

いので、公害審査会のいろいろなことを書いた

ページにたどり着きやすいということが一番大

事かなと思います。

もう少し具体的に言いますと、普通、利用す

る住民というのは、例えば都道府県のトップの

ホームページを見て、環境あるいは公害という

言葉を探すと思うんです。その環境という言葉

をクリックすると、一発で行ければ一番いいで

すけれども、そこには環境行政のいろいろなこ

とが出てきて、それらが、１ページで収まるか
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分からないぐらいあるかもしれないのですけ

ど、その中に公害審査会というものがあって、

できれば少し目立つような形であればいいと思

うのです。

ただ、現実には、都道府県で多かったのが、

行政の部とか課の組織からたどり着くというと

ころが多いのです。環境部という部があって、

その中に例えば環境政策課という課があって、

そこの環境政策課の仕事のところを開くと、そ

こが公害審査会の事務局の担当をなさっている

と分かり、そこでやっと公害審査会というもの

が見つかるということになります。一般の住民

というのは、そういう行政の部とか局とか課と

いうのは知らないし、そのような物の探し方を

しないので、そこをぜひ素人の発想に切りかえ

ていただいて見つけやすくするというのが、ま

ず入り口かなと思いました。

２番目は、内容でやっぱり一番大事なのは、

先ほど委員長からライバルは裁判所というお言

葉もありましたけれども、皆さんの意見の一致

している、裁判に比べて優れている点を分かり

やすく示すというのが必須だと思いました。

具体的に言いますと、非常にその点分かりや

すいなと思ったのが広島県と埼玉県―もちろん

ほかにもあったと思いますが全部は見られなか

ったので―のホームページです。

それと、もう一つは、調停とか仲裁とかあっ

せんとか言っても、どういう違いがあるのか全

く分からないのです。普通の国語辞典で調べて

も、調停というのを引いても、仲裁というのを

引いても違いが全然分からないのです。それだ

と、そこでもう親しみを感じなくなるので、そ

ういう三つある制度の違い、単なる違いだけで

はなくて、どういう紛争ならどういう解決が適

しているのか、どういうことを求めている場合

は仲裁がいいのではないかとか、かゆいところ

に手が届くような説明があると、住民の側にと

ってはありがたいというのが次の点です。

また、これもホームページのことばかりで申

し訳ないのですが、非常に有効かなと思ったの

が、可能な範囲で解決した例を示すこと、実績

のアピールだと思うのです。もちろん、調停と

いうのは公開の手続じゃないので、いろいろ具

体的な当事者名だとか、あるいはお金が絡むな

ら金額だとか、いろいろその秘密を守らなきゃ

ならない点はあろうかと思いますが、現に、広

報誌の「ちょうせい」には結構詳しく都道府県

の審査会での申立ての内容、解決したなら解決

の内容が書いてあります。それは、関係の機関

に紙で配られているだけじゃなくて、公調委の

ホームページからも都道府県の個別事件が見ら

れるわけです。そこまで公開しているというこ

とは、それぞれの都道府県の公害審査会のホー

ムページでも、個人名とか何かを伏せれば出し

てもいいのではないか。あるいは、たまたまそ

の県の審査会にここ一、二年１件も事例がない

のであれば、他の県のでも、差し支えなければ

示していいと思うのです。こういうふうに、こ
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ういうトラブルまで解決してくれるんだよとい

うことが住民から見て分かると、それなら利用

してみようかという気になるのかと思いまし

た。

最後にもう一点だけ、ホームページ関係で言

いますと、さっきもちょっと言ったのですが、

市区町村との連携だと思うのです。こういうよ

うな会議を都道府県のレベルで開くことが、公

害紛争の問題だけではなくて、環境行政全般の

問題で市区町村の担当の方を集めて行うという

会議があると思うのですけれども、そのときに

ぜひその市区町村のホームページでも今言った

ような都道府県の公害紛争解決の手続のことに

ついて、詳しく書く手間がないのならリンクと

いう、ボタンを押せばそっちへ飛べるというの

がホームページにはありますので、やっぱり身

近な市区町村のホームページを見たときに、ち

ゃんと都道府県の方に行けるようなルートを作

ってあげるといいのかなということを感じまし

た。

○加藤　どうもありがとうございました。

次に、村田さんにお聞きしたいのですが、弁

護士会会員全員にこのサンプルにあるような案

内をお出しになったということですが、それに

対する反響のほどと、それからほかに何か広報

等をやっておられるのかどうか、まだやってお

られなくても考えておられることがあるのかど

うか、その辺をよろしくお願いします。

○村田　申し訳ないんですが、今のところまだ

ほとんどその成果は出ておりません。ただ、ま

だ実施後１か月ほどしかたっておりませんの

で、この時点で何らかの反応が出るというふう

には思っておりません。

なお、以前にも、同じようなことをやってお

りますが、そのときは、その年に限って何件も

の相談が事務局の方へ参りました。どれがそれ

によって事件になったのかというのは確認がと

れておりませんが。

もう一つは、先ほどもちょっと申し上げまし

たけれども、特定の弁護士が何件も申し立てて

います。この人はもう非常に、この手続が使い

勝手がいいということをご理解になって、次か

ら次から自分の担当事件を持ってこられるとい

う格好なのです。

実は私も同じ経験がありまして、今日の出席

者の名簿を見せていただくと、弁護士が８割ぐ

らいおられるのですけれど、先生方の中で、建

設工事紛争審査会に申立てしたことがあるとい

う方はどのぐらいおられますか。（数人手を挙

げる。）その程度でしょう。先ほどの竹下先生

のお話で、建設工事紛争審査会は公害審査会に

比べれば物すごい件数を扱っているのです。

建築紛争について、私が受けて申し立てる側

に立った場合は、みんな建設工事紛争審査会に

持っていっているのです。なぜかと言うと、経

験上、こんな便利なところはないというのに気

が付いたからです。木造の住宅の建築紛争で、

大工さんがちゃらんぽらんやったという事件だ
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ったのですけれど、建設工事紛争審査会に申し

立てましたら、京都で木造の１、２だという建

築士の先生が委員におられるのです。それで、

現場調停といって現場へ来られて、その先生が

あっち叩いたり、こっち叩いたり、現場でやら

はるのですよ。実は、床の間に下に横になって

いる磨いた柱があるのですが、それに傷がつい

ているのですよ。それが依頼者の最大の腹立ち

の種だったのです。ところが、その先生が、

「これは直るよ」と言って、「ほぼ見えんように

なるよ」とけろっとして言われた上、それで、

何ぼほどかかるかということまでおっしゃるの

ですよ。依頼者はもうそれで、どこへ頼んだら

よろしいかという話になってしまうのです。そ

れで、あっさり、一番焦点だった問題が片付い

てしまうのです。

それから、ＡＬＣパネルというコンクリート

パネルのところに、変な切り方をしたがために、

窓がおかしくなったというのがあったのですけ

れども、これもその先生が「これ、網でこんな

ことやったらあかんねん」と言いながら、「こ

うやったら直るよ」と自分で言わはるのですよ。

それで、ほとんど問題が片付いてしまうのです。

これは、実は私どもの間でも同じようなこと

があるのです。京都の公害審査会でも結構な専

門家をそろえていて、弁護士は２人ですけれど

も、ほかの専門家が沢山おられますので、核心

の部分がその議論の中で出てくる。しかも、事

務局の中で少し調べてもらうと、先ほどの騒音

とか振動の問題については、結構なレベルでの

答えが出てくる。建築振動もあったのですけれ

ど、これらもかなりの争いの部分について調べ

てもらって、答えが出てくるので、こんな都合

のいいところはないのです。

今、実は私、相手方から申し立てられて、や

やこしい建築紛争をやっているのですけれど、

裁判所では、調停委員入れてかなり苦労してや

ってはるのです。だから、もし建設工事紛争審

査会で行けるということになるのなら、ぜひと

も一遍そこへ連れ出したいと思っています。公

害審査会でも同じことで一度利用すれば分かる

のです。一度利用させるにはどうするかという

ことだけを皆さんで考えてほしい。一遍連れ込

んだら、多分もう少し活発になると思います。

○加藤　今の建設工事紛争審査会はかなり活用

されているというのですが、これはPRはどう

やっているのですか。どういうことでお知りに

なったんですか。

○村田　私の場合はたまたまです。弁護士会で

は何の報告もありませんので、全く知らなかっ

たのですが、たまたまある相手方から申し出て

いただいて知りました。なお、建設工事紛争審

査会の場合は、民間の建築工事で最も繁用され

ている民間連合協定工事請負約款（旧四会連合

約款）などで、「建設工事紛争審査会のあっせ

ん又は調停によって解決をはかる」と明記され

ている問題があります。かつてはこれが妨訴抗

弁になるとの説もありましたので、それもあっ
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て利用率が高いのではないか、ということが考

えられると思います。

○加藤　それでは、次に、磯部委員にお聞きし

たいのですが、一般の人は裁判所が本物の紛争

解決機関で、あとはそれに準ずるものだという

ように思っているのではないかと考えられる

が、実情を知ると、公害紛争については裁判所

がむしろ素人で、こちらこそが本家だと、そう

いうありがたいお話があったわけですが、そう

いうことがどうして一般の人には分からないの

だろうかということについて、お考えを聞かせ

ていただけますか。

○磯部　そうですね、私がむしろ申し上げたか

ったのは、一般の市民の方にとってはおそらく、

司法手続と公害紛争処理手続の違いなどよくわ

からないかもしれないのですが、それ以前のと

ころで、むしろ法律家の世界において、学界の

研究者とか、あるいは弁護士、裁判官などの法

曹の世界、さらに制度を運用をしている公務員

をはじめ、まさにこの制度に直接間接にかかわ

っている、本来は制度をよく知っているはずの

方たちの頭の中にこそ、かなり固定的観念なも

のが厳然とあるらしいのであって、だからそれ

をまずいったん溶かしてみるということが大事

なのではないかというふうに思った次第です。

それから村田先生が言われた、紛争処理の対

象が典型公害に限定されているということに関

連して、例えばPR用のパンフレットを作る際

に、公害審査会で取り扱う紛争の内容はこれこ

れだけど、しかし、「具体的には事務局にご相

談ください」と書くことが実務的にはせいぜい

であったというお話は、ある意味で非常に象徴

的なお話ですね。確かにこの問題は固く考えて

いくと、そもそも行政のやれることというのは

「法律による行政の原理」からしても、条文に

書いてあることしかできないはずであって、そ

れ以外のことに手を出したら違法であるという

ふうに考えるのは、古典的な行政法の答案だっ

たら正しいということになっています。しかし、

それはいわゆる積極的な行政活動の場面で、た

とえば税金を取るとか、規制行政をやるとかと

いう場合には、文字どおりに考えてよろしいの

ですが、紛争処理のような一種のサービス行政

に関して、しかも公権力を行使するわけではな

く、つまり相手の意向を無視して何かを押しつ

けようという要素が全くない場合にまで、そん

なに固く考えるのはおかしいわけです。いわゆ

る民対民の、まさに近隣関係的な公害の紛争に

ついて、行政が間を取り持ってあげて、円満な

紛争解決に結び付けるという作用は、法律とか

条例の根拠がなければやってはいけないかとい

ったら、そのとおりという答えはちょっと頭が

固すぎるのではないかなと思います。

もっとも、逆に、行政がご用聞きのように出

しゃばって何でもやっていいかと言うと、それ

はまた極端かもしれませんけれど、まさに「具

体的には事務局にご相談ください」なのであっ

て、文字どおり柔軟な対応があってしかるべき
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だろうと考えます。そういうところから、実務

的にも固定観念を崩していく努力を積み重ねて

いく必要があるのかなと思った次第です。

○加藤　どうもありがとうございました。それ

では、竹下さん、どうぞ。

○竹下　広報といいますか、PRの点について

は、先ほど柳さんからホームページについて詳

細なご提言がありまして、私はそれに付け加え

ることができるようなものはございません。先

ほどのご提案のようにやっていただいたら、少

しは効果があるのではないかと思います。

別の点で一つ申し上げますと、先ほどの講演

の中でも触れたのですが、村田さんから提供し

ていただいた京都府公害審査会の処理事件表を

拝見しますと、マンション建設に伴う騒音・振

動とか、隣のバラ園での農薬散布というような、

われわれが身近に遭遇するような事件が少なか

らず見られます。この種の事件も公害審査会で

取り上げていただけるというのであれば、これ

は、昨年から業務開始になりました日本司法支

援センター、いわゆる法テラスの相談窓口に出

てくる話ではないかと思われます。ご承知のよ

うに、日本司法支援センターにも、各都道府県

にそれぞれ支部がございまして、そこにも相談

窓口がありますほか、東京に全国を対象にした

コールセンターがございまして、消費生活相談

員の資格を持った人たちが50人から100人詰め

ており、平日は午前９時から午後９時まで12時

間体制で苦情の受付をやっております。そこで、

公害審査会と法テラスのネットワークを考えて

みる必要があるのではないかと思います。ある

いは、すでに出来ているかもしれませんが、そ

うであれば結構です。

○加藤　どうもありがとうございました。

広報の関係につきましては、ほかにも、市町

村の窓口に公害紛争処理制度の特色等を分かり

やすく説明したパンフレットを置くとか、いろ

いろあろうかと思いますが、時間の関係でこの

程度にいたします。

次に、入り口の問題として、事件の受付の仕

方といいますか、それも姿勢の問題と、技術的

な問題とがあろうかと思いますが、その辺で何

かございましたら、まず柳さんからお願いしま

す。

○柳　多分、その問題の一番核心になるのは、

市区町村の窓口に来る膨大な相談をどのように

して適切にその都道府県の公害審査会に回して

もらうといいますか、上げてもらうといいます

か、そういうふうにして移していくかというこ

とが一番大事だろうなと思うんです。

今回、市区町村の担当の方々にまで取材がで

きなかったので、いろいろな参考文献で読んだ

範囲でしか物が言えないんですけれども、相当

数は、本当に市区町村の担当の方が走り回って、

相手方を説得したりとかいうことまで含めて解

決されていると思うんです。しかし、やっぱり

中には解決し切れない、長期未済のようなもの

が1,100件あるというお話もありましたけれど
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も、やっぱり中には専門性の高い、市区町村の

苦情相談窓口より都道府県の公害審査会でやっ

た方がいい事件が―もちろん当事者が協力的な

姿勢かどうかということもあるんですけれども

―あると思うのです。

結局は、当たり前のことかと思うのですが、

市区町村の窓口の苦情相談の担当の方が正しい

認識をちゃんとして、この事件は都道府県に連

絡した方がいいとか、都道府県の公害審査会を

紹介した方がいいとか、そこを正しく判断でき

ることが一番大事なので、それは、さっきもち

ょっと言いました市区町村の方々の集まる会議

等で適切に理解をしてもらうことだと思いま

す。

あとは、市区町村の方々も頑張り過ぎて、何

か都道府県に回すとたらい回しみたいに思われ

るのではないかとか、責任感の高い方ほど自分

たちで何とかしようと思うかもしれないのです

けれども、それを都道府県に持って行きやすく

といいますか、何でもかんでもというわけには

いかないと思うのですけれども、ふだんからの

連絡をよくしていただいて、風通しをよくする

とか、都道府県の公害審査会を紹介しやすくす

るとか、そういうところが一番大事なのかなと

思いました。ちょっと当たり前のことかもしれ

ませんが。

4 公害審査会での事件の受付及び公調委や苦

情相談係との連携について

○加藤　次に、村田さんに、都道府県の審査会

で実際に受付がどういうようにして行われてい

るかという実態と、それを何か改善する余地が

あるのかどうか、その辺の話がありましたらお

願いしたいと思います。

○村田　余り実情をよく知りませんけれども、

うちの、京都府に関する限りは、ほぼ問題ない

と思うのです。事務局は非常に丁寧に、いろい

ろな相談に乗っておりますし、申請書自体も受

理する前にいろいろ指導しており、形に合うよ

うにという部分も含めてやっておりまして、こ

れは問題ないように思います。幾つかずつを、

ちょっとずつ相談に乗りながら、受理に至る前

の段階で実際上は片付いているものもあるよう

に伺っています。だから、今のところ受付事務

としてはそれほど問題ないと思います。

○加藤　京都の場合は、事務局で専従している

方はどのくらいおられるのですか。

○村田 専従というわけではなく、他の事務と

の兼務で２名です。

○加藤　それで、ほぼ大丈夫だというお考えで

しょうか。

○村田　今のところ、相談の時間で足らんとい

うことはないでしょう。

○加藤　会場の方の中に、審査会での受付の問

題について何かこういう工夫をしているという

方、あるいは受付の態勢についてこういう改善

がされたというようなことがありましたら、ご

紹介いただきたいのですが。

○伊藤 埼玉の伊藤（埼玉県公害審査会会長
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弁護士　伊藤一枝）でございます。

埼玉県公害審査会の事務局の方も一所懸命や

っていらっしゃるので、お話をお聞きしたので

すけれども、先ほどの典型７公害に限定すると

いう規定が大分ネックになっているという感じ

なのです。

今お伺いした京都の事務局の方と同じよう

に、そこで解決できるものがあればするし、そ

うでなければ受けるということをやっていらっ

しゃるのですけれども、そもそも、それを受け

て委員の方に回して、委員がその審査をしてい

るときに、これは本来公害審査会で受け付けて

いいものかどうか疑問に思うことがあります。

本当にそれが法に規定されている公害といえる

ものなのか、審査会で調停やあっせんをしてい

いのか、近隣関係の、お隣さんとのもめごとに

近いようなものではないのかとか、村田先生が

おっしゃっていたことがすごくよく分かるので

す。お隣に建ったマンションの出入りの音がう

るさいとかいうものをこの審査会で本当に公害

として扱っていいのかどうか、というのが疑問

でして、いわゆる公害と言われているものと、

近隣関係というか、市民の間のもめごととの間

にある事例はどうするんだろうかというのが非

常に疑問でありまして、進んで「どうぞ来てく

ださい、こういうものを受け付けますよ」と言

えない。村田先生がおっしゃっていたように、

そのほかのことは事務局にお伺いください、と

かいうレベルなのですが、事務局の方も果たし

てそれでよいのだろうかというのに大変悩むと

いうこともあるやに聞いております。

このいわゆる典型７公害といわれているもの

と一般の市民の間の揉め事との間にあるような

ものでも、公害審査会で受け付けてもいいんで

すというお墨つきがいただけると、もっとスム

ーズに、「はいはい、どうぞいらっしゃい」と

いう感じで受け付けて、件数は増えるのではな

いかというように感じております。

○加藤　ありがとうございます。実は、毎年、

公調委の方では、公害審査会の職員の方々に、

そういう問題等について研修していただいてい

るのです。だから、そこで研修をお受けになれ

ば、そういう問題はかなり解消するという気が

いたしますけれども、そういう問題もあるとい

う現状の指摘として、どうもありがとうござい

ました。

○伊藤　埼玉県公害審査会の事務局の方も、そ

のような問題についての研修を受けて勉強はさ

れていて、実際に一所懸命やっていらっしゃる

のですが、それを踏まえた上での悩みだと思い

ます。

○加藤 公調委も、以前には重大性というよう

な要件の解釈で、入り口のところで審査をきつ

くしていたような時期もあったようにも聞いて

おりますけれども、公調委でどういうことをや

っているか、あるいはやるべきかということに

ついて、もしお考えがあれば、磯部委員の方で。

○磯部 先ほどのご質問の件も、基本的な考え
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方のレベルで言えば、公害概念は歴史的に変化

してきたし、今後も変わり得るだろうと思いま

す。

最初の公害対策基本法では、規制対象となる

公害というのはこれこれであるというふうに、

これは限定的に決めざるを得なかったと思いま

す。実定法律上の公害概念というものは、それ

以降変化なく環境基本法に継承され、それがそ

のまま公害紛争処理法でも使われているわけで

すけれども、公調委の過去の事例を見ても、い

わゆる「おそれ公害」のようにまだ被害が発生

しているとは言えないものでありますとか、あ

るいは公害というほどの物理的な広がりはなく

て、本当にお隣同士の私的な加害・被害の関係

ではないのか言いたくなるようなものも、そこ

に何らかの正当な理屈がつけば、受理範囲を拡

大する方向で考えてきたということは歴史的な

事実ですし、そこには必然性があったわけであ

って、法制度の正しい運用であり解釈であった

と思います。決して、何でもありという解釈に

なっているわけではありません。

それでご質問の点ですが、公調委に係ってく

る事件には、やはり時代の反映でしょうか、一

方で随分大きな事件、たとえば有明海の水質汚

濁のような、関係当事者が多数にのぼり科学的

なメカニズムの解明にも大変な努力を必要とす

るような典型的な大規模事案も、もちろんそれ

としてありますが、他方では、わざわざこんな

相隣関係的事件を中央委員会にもってきてやる

べきなのかなと疑問符がつくようなものも係っ

てきています。

しかし、これはよく考えてみますと、むしろ

市町村の苦情処理のような現場に近いところで

は何となく気まずいとか、あるいは事案のこじ

れ方によっては県の審査会でも何かやりにくい

事情があってというようなことで、あえて距離

のある東京まで出てくるというような必然性が

あるケースもあったりするので、何ごとも一概

には言えないのかなということを感ずる次第で

す。要するに、事案の性質に応じて処理の仕方

が多様であっていいという問題、これはまさに

調停とか仲裁、裁定などの手続のそれぞれの活

用という問題に直結すると思うんですけれど、

明らかにそういう問題は残っているなと思いま

す。

○加藤 公調委の場合、確かに大型事件という

のが本来の受理すべき類型なんでしょうが、最

近来ている中では、裁定申請という形で来ます

と、都道府県の審査会では裁定ができないもの

ですから、これは重大だというような、法律的

な絞りがかかっていませんし、公害紛争であれ

ばこれは受理するということで積極的に受理し

ております。

それらについて、地方で仲裁でやったらどう

かと言って地方へ戻すということもいたしませ

んが、ただ、中には中央に申請しておきながら、

本当は地元でやってほしいのだ、という本音を

訴える当事者も時々おりますので、その辺のと
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ころはよくご理解いただければという気がいた

します。毎回東京まで出てくるという手間暇は

やはりかなり当事者の負担になろうかと思いま

す。

○竹下 今、皆様方がおっしゃられたことに特

に付け加えることはないのですが、私は、実は

苦情相談は市町村の方に任せて、県レベルでは

余りおやりにならないのかと誤解をしていたの

ですが、先ほどのお話だとそうではないようで

すね。それでしたら、苦情相談窓口同士の連携

というのでしょうか、県内の各市町村の苦情相

談窓口の担当者と県の担当者が一緒に集まって

情報交換をするとか、受理する事件の範囲を協

議するというようなことは行われないのでしょ

うか。何かそういうことを平常やっておかれる

と、受理するべきか否かの判断や、市町村の窓

口へ来た事件を審査会の方へ流れてくるように

する上で有益なのではないかという気がいたし

ます。

5 紛争解決機能の強化について

○加藤 どうもありがとうございました。

時間もだんだん残り少なくなってきましたの

で、いよいよ核心部といえるADRの中身の活

性化の問題でお話しいただきたいと思います。

つまり、調停をどういう形で進めるのか、ある

いは、受諾勧告などというのは利用価値がある

のだろうかとか、さらには仲裁、しかもその仲

裁の中でもミーダブはどうだろうかとか、そう

いうかなり核心部分についてご意見を伺いたい

と思います。

先ほどかなり詳細なご説明をいただいたので

すけれども、まず竹下先生の方からお願いいた

します。

○竹下 先ほども申し上げましたけれども、特

にミーダブ（Med-Arb）といわれるような調停

が先行して、後から仲裁に移るという場合の問

題ですが、一応、仲裁法38条、39条ができまし

たので、その定める要件の下で可能ではないか

と考えています。具体的には、両方の当事者か

ら申立てがあれば移れるということです。その

場合には、調停委員会がそのまま仲裁委員会に

移るということになると思います。

問題は、先ほどの審査官のご報告にもござい

ましたように、調停段階で秘密情報が出された

場合に、それを仲裁の判断資料として使うこと

ができるかどうか、できるとすればどういう条

件が必要かということだと思います。

一つは、もちろんその秘密情報を提供した当

事者が同意をすれば、これは相手方に開示をし

て、それについて反論があれば反論をさせて、

仲裁の判断資料にするという方法があります

が、同意が得られない場合もあり得ると思われ

ます。しかし、実際にはもう調停人はそれを見

て、知ってしまっているので、この場合にどう

すべきかが問題となりますが、この問題の解決

のための選択肢は二つしかないように思われま

す。一つは、別の構成で仲裁委員会を発足させ

て仲裁に移るという方法、いま一つは、仲裁に
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移ることをあきらめて、調停をそのまま進める

方法しかないように思います。

ただ、そういう状況に立ち至る前にとりうる

方策としては、たまたま最近刊行されました仲

裁ADR法学会の機関誌である「仲裁とADR」

という雑誌の第２号に、元裁判官で大阪地裁所

長などのご経歴のある畑郁夫弁護士が、日本知

的財産仲裁センターのある仲裁事件の調停人を

引き受けられて、調停を成立させたときの興味

ある経験を書いておられます。それによると、

その事件では当事者の一方が第三者に対してあ

る事項につき守秘義務を負っているが、調停委

員会としては、その事項に付き情報を得る必要

があるところから、民事訴訟法が特定の場合に

限って認めているインカメラ手続を利用できな

いかと考え、調停委員会のみが情報を取得する

ことにつき合意を取りつけて、調停を成立させ

たということを書いておられます。そこで、調

停から仲裁に移行するという運用をするとき

に、あらかじめ調停の段階で、インカメラの手

続で知った情報については仲裁判断の材料にし

てもよいというような同意をあらかじめ両当事

者から取りつけておくというのも一つのやり方

かと思います。

○加藤 どうもありがとうございました。

かなり核心部分に入ってまいりましたが、ほ

とんどの都道府県の審査会の皆さん方は今、調

停中心に実務をやっておられると思うのです。

調停をどうやってやるか、あるいは受託勧告な

どというのは利用勝手がいいのだろうかどう

か。また、調停の進め方について、垂直型とか

水平型とか、学会で言われているような問題で

すね。その辺について、まず、磯部委員の方か

らお話をお聞きしたいと思いますが。

○磯部 はい。一方で古典的な意味での調停の

タイプがあります。これは妥協型といいますか、

調整型あるいは水平型の調停であって、これが

活用される場面はもちろん大きいわけですが、

それとはちょっと別のものとして、イメージ的

にはもっと垂直的な調停というものもあるわけ

ですね、つまり調停者が間に立って、より職権

的な要素を加味しつつ、リーダシップをとりな

がら調停を進めていくというやり方です。さら

にそれを一歩進めて、そこに仲裁の要素を加味

すると言うことも考えられる。

その場合の仲裁という概念は、これは私もま

さに自分がそうだったんですけど、仲裁という

とどうしても古典的な国際商事仲裁のようなイ

メージしかなかったものですから、契約的な関

係が前提になって初めて仲裁が成り立つのだろ

うと思っていたんですけど、これもまさに固定

観念なのであって、仲裁にもいろいろなものが

あると考えなければならない。

さらに、仲裁的合意を取りつけるといっても、

合意といったっていろいろな段階の合意があり

得るわけですから、そういうことを全部トータ

ルに考えますと、いったん頭を相当シャッフル

して、柔軟にしてみた上で現行制度を考えてみ
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る必要がある。

そこには、既存のものでもっと活用できるは

ずのものがあるだろうし、さらに合意を前提に

すれば、新たな手法を開発していく余地という

のも大いにあるだろうと考えておりまして、と

りわけ行政型の公害紛争処理ADRにやってき

た両当事者が、当事者相互間においては非常な

不信感を相互にもっているのだけれども、しか

し何とか早く解決してほしいと思う気持ちも同

時に非常に強く持っているということがありま

す。つまり公害審査会あるいは公調委というよ

うな第三者機関に対して、垂直型の職権行使に

期待しているという構造がある場合があるので

あって、こういう場合には相当やれる余地とい

うものがあるのではないのかなと思われます。

そのためのテクニックとして、受諾勧告などい

ろいろな手法の活用の余地はあるのだろうと思

っております。

○加藤 どうもありがとうございました。

村田先生に、先ほど、調停案を公表して、時

によっては和解書の見解までつけてオープンに

したいんだという、その目的はちょっと一つ別

の目的もあるようですが、受諾勧告との関係で、

それは使い勝手が悪いからそういう方法をとら

ないんだとおっしゃるのか、いや、それも場合

によっては使えるというのか、その辺いかがで

しょうか。

○村田 先ほど、お話のとき申し上げましたよ

うに、受諾勧告も最近の事件でやっています。

ただ、そのときには受諾勧告には理由をつけず

に条項案だけをつけて受託勧告でお送りしまし

た。それは、調停の中で、その理由に相当する

部分については、それぞれの当事者に説得をし

ていて、一定の評価をいただいているというふ

うに委員の方では思っていましたからです。た

だ、場合によっては、受諾勧告にも理由のよう

な説明書をつけるというのも一つの方法かなと

いうように、後では思っております。

先ほど、京都は狭いから内輪の話が聞こえて

きたという話をしましたけども、そこから判断

すると、ちょっと誤解を受けた部分があったか

なというように反省はしており、場合によって

は、受諾勧告という制度を利用しつつ、裁定理

由みたいなものをつけた方がいいのかなとも思

います。

それから、もう一つは、発表していろいろ声

明を出したいというのは、一方がかたくなで、

どうにも物事が動かないというときには、かた

くなな方はある程度叱ると言ったら言葉は悪い

ですけれども、私どもが見た限りではこう思い

ますよということを表明する場はあってもいい

のではないか。その問題の直接解決にはならな

いとしても、似たような問題を次に起こさせな

いという意味ではあり得ると思いますので、そ

の辺もなお利用できないかなと思っています。

ただ、調停手続の秘密性の問題との兼ね合い

で、どこまで行けるのかなというのは、かなり

難しいし、まして記者会見だというと、多分、
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今の公調委の事務局でもちょっと疑問符を持た

れるのではないかと思いますので、難しいとは

思いますけども、できればそういう使い方、そ

れから新聞に書いていただくことでアピールも

ある程度できますので、それも含めて利用の方

法はまだあるのではないかなと思っておりま

す。

○加藤 どうもありがとうございました。

ジャーナリストの立場で、それは法律技術的

な問題もあるので、その辺は余り得意でないと

おっしゃるかもしれませんけれども、一般人の

良識なり常識として、こういう公調委や審査会

のような行政委員会がどういう中身のADR、

つまり調停のやり方とか、あるいは仲裁の活用

だとかをすべきかということについて、何かお

考えがあれば、簡潔にご指摘いただければあり

がたいのですが。

○柳 これまた素人としての感覚なんですけれ

ども、やっぱり日本の国民性というか、よく分

からないのですけれども、裁判に持ち込むのに

はちょっと抵抗を感じるという面があると思い

ます。裁判ざたとよく言いますけれども、裁判

をやっていることを近所に知られるだけで何か

いろいろなことにマイナスになるという意識が

あるので、その点、調停というのは入り口とし

て、何となく秘密が守られそうだし、手軽に利

用できる。だから、入り口として調停というの

は、非常にいいと思うのですね。

もう一つ、仲裁のことなんですけれども、ど

うして仲裁がほとんど今は利用されていないか

ということから多分議論が必要だと思うのです

が、やっぱり一つには、もちろん制度が知られ

ていない、その手続の中身が知られていないと

いうことがあると思うのですが、自分だったら

どうかなと考えてみると、裁判を放棄するとい

う問題があります。仲裁の合意をすると、執行

力があっていいかもしれないけど、もう裁判は

起こせませんというところがちょっと不安にな

るのではないかなということを感じるのです。

そういう制度なので、しようがないのですけ

れども、そのときに裁判を選ぶか仲裁を選ぶか

ということになると、まだまだやっぱり裁判所

の方が何となく分かっているし、裁判は起こし

たくないけど最後の駆け込み寺みたいなものと

して、本当に困ったら最後に助けてくれるのは

裁判所かなという意識があるので、その裁判と

いうものを放棄するという気持ちになかなかな

らないのかなという気がするのです。

ですから、入り口が入りやすい調停でうまく

話合いが進めば、途中から仲裁に行くというの

は、できればすごくいいやり方かなと思うので

すけれども、その前提には、やっぱり都道府県

の公害審査会というものがもっとよく知られる

こととその信頼性が高まること、裁判所以上に

専門性のある先生方がやっているというように

見られることが肝要だと思うのです。

ですから、委員の方のお名前だけじゃなくて

―これまたホームページの話になって恐縮なん
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ですが―どういう専門的な方かとか、いかにそ

の県の最前線の専門的な方を集めているのかと

か、そういう肩書きとか、経歴とか、あるいは

顔が見える形にするなら顔写真まで掲載しても

いいと思うのですけれども、そういうことで信

頼性を高めることがまず前提かなという感じが

しております。

6 おわりに

○加藤 ありがとうございました。それぞれの

問題について、かなり核心を突いたご議論が進

んでまいったというように思っております。

若干議論を整理してみますと、大きな点では、

まず第１は、公調委や審査会へのアプローチの

問題で、特に公害審査会で受理し処理している

事件が少ないことです。この問題は、ADRの

活用というのが世論ですし、法律にもその趣旨

が書かれているわけです。しかも、公害苦情と

いう形では市町村等には10万件も来ているとい

うことを考えると、どうやったらそういう潜在

的な需要を引き出していくかということがまず

大きな課題だろうと思います。いろいろご議論

いただいた結果、まず１つは広報の問題として、

ホームページについてはかなり詳しいアドバイ

スがありました。この辺は大いに参考にしてい

ただきたいと思います。

次には、やっぱり、事務局の処理体制の問題

です。審査会の委員の方は、非常勤とは言うも

のの、弁護士、医師、建築家、会計士、その他

の専門家も入って、レベルの非常に高い委員構

成なのです。だから、どうも宝の持ちぐされと

いう感じがいたします。それにはやはり、事務

局がいかに積極的に対応するか、受付の態度自

体でも、その辺の空気が相談者に伝わるのです。

それから、また大きな問題点は、都道府県と

市町村等との、あるいは公調委等との連携の仕

方です。これをもっと密にやっていただければ、

市町村等に1,000件以上あるような長期未済の

紛争が各審査会にまで来るようになるのではな

いか、そんな感じがいたしております。

２番目の課題は、ADRの紛争解決機能をど

うやって向上させていくかという問題で、今議

論をしていただきました。

調停の進め方にはいろいろあります。従来は、

いわゆる水平型という民間のやり方と、それか

ら垂直型といいますか、かなり職権的に主宰者

が主導していくという形があるわけです。最近、

公調委では、主宰者が主導しながら、しかも対

席で資料も十分出させて、当事者間の権利義務

関係がどの位それぞれ強いものかということを

見極めた上で、そういう権利関係を背景にして、

いろいろな柔軟な紛争解決の途を探る、という

やり方を採ってきて、それなりの成果を出して

きていると思っています。裁定事件についても

調停をほとんどの事件で少なくとも１回は試み

ております。

問題は仲裁の活性化ですが、私は、実は数十

年前にアメリカに留学したときには、目を開か

れるような思いがしました。労働事件を主に研
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究したのですが、労働紛争が起きて、まず一番

頼りになるのは、Arbitration、仲裁だと言われ

ました。それはなぜかというと、結局、専門性

があり、スピードが全然違うからというのです。

専門性はスピードにも結び付くわけです。そう

いう形で、専門性においては、裁判所はむしろ

労働委員会よりもさらに劣るということをアメ

リカで関係者から聞いてきました。

要するに、当事者が最終的に裁判所へ行くと

いう意味での裁判権を放棄してまで仲裁手続に

入れるかという点が確かに大きなネックであ

り、人権上の大きな問題ですけれども、もし仲

裁機関としての公調委なり審査会が、紛争解決

の中身において裁判所よりも優れていて信頼で

きるということになれば、そこで最終的な解決

になっても何ら問題ないといえましょう。その

辺の力をこちらで十分蓄えることと同時に、そ

ういう認識を一般の人に持ってもらうというこ

とが肝要と思うのです。

なお、仲裁の一つの変型であるミーダブにつ

いては、先ほど河村審査官の方からかなり詳し

く説明があったとおりです。これには手続保障

の問題が伴いますけれども、それを法律的に乗

り越えることができるという、竹下先生のお話

もありました。英米では、どうしても手続の問

題が非常に大きいため、ミーダブはやや日陰も

の的な存在になりがちですけれども、日本の場

合は既に弁護士会でやっておりますし、これか

ら大いに研究し、PRもして、それから申立て

しやすいように、手数料などについてうまく改

正していきますので、大いにそういう利用も広

げていければというように思っております。

さて、本日の議論を通じて、公害紛争処理制

度のかかえる重要な問題状況とその要因が浮き

彫りにされるとともに、これに対する実質的で

かつ実務的な解決策がいろんな角度から提示さ

れ、それぞれについて詳細に検討することがで

き、制度運用の見直しの手立てが明らかになっ

てまいったといえましょう。したがって、制度

運用を担う我々としては、これを単に一つの理

論的成果として学習するだけではなく、正に、

これを実現し、国民にとって紛争解決の手段と

して魅力的な選択肢と言えるようなものに育て

上げていかなければならないと考えます。公調

委としては、既に政令改正まで手掛けた以上、

この改革目標を中途半端に終わらせるわけには

まいりません。都道府県の公害審査会の会長の

皆さん方も、本日の成果を持ち帰って、審査会

の委員や事務局、更には都道府県の幹部の方々

にもお伝えいただいて、ご当地での制度運用の

改善・改革につなげていただければと強く願う

ものであります。本日のご清聴とご協力を深謝

して、パネルディスカッションを終えることと

致します。有り難うございました。
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